
資料２ 
１ 

境港市障害者計画の見直し（案）②             現 行           見直し（案）      備 考 

第１章『境港市障がい児者プラン』の策定にあたって 

 

 

１ 本プラン策定の趣旨 

国においては、平成２３年８月に「障害者基本法」が改正

されるとともに、平成２５年４月には、「障害者自立支援法」

の改正による「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（障害者総合支援法）」の施行によって、難

病の方を障害福祉サービスの対象とし、対象者の範囲が拡大

されるなど、障がい者施策の充実に向けた取り組みが進めら

れています。 

また、同年同月、「国等による障害者就労施設等からの物品

等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達推進法）」が

施行、同年６月に、「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律（障害者差別解消法）」の成立をもって国内法の整備

が進んだことを受け、平成２６年１月に「障害者の権利に関

する条約」を締結しました。 

このような国の情勢を踏まえ、境港市においても、障がい

のある方が安心して地域で暮らせる共生社会の実現を目指し

て、「境港市障がい児者プラン」を策定します。 

 

第１章 境港市障がい児者プラン（平成３０年３月改定）に
ついて  
１ プランの趣旨 
国においては、平成２３年８月に「障害者基本法」が改正

されるとともに、平成２５年４月には、「障害者自立支援法」

の改正による「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（障害者総合支援法）」の施行によって、難

病の方を障害福祉サービスの対象とし、対象者の範囲が拡大

されるなど、障がい者施策の充実に向けた取り組みが進めら

れています。 
また、同年同月、「国等による障害者就労施設等からの物品

等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達推進法）」が

施行、同年６月に、「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律（障害者差別解消法）」の成立をもって国内法の整備

が進んだことを受け、平成２６年１月に「障害者の権利に関

する条約」を締結しました。 
このような国の情勢を踏まえ、境港市においても、平成 
２７年３月に「境港市障がい児者プラン」（以下「プラン」と

いう。）を策定し、障がい者施策を推進しているところです。 

その後、プランの策定から３年が経過し、その間、障がい

改定に変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

策定から３年経過したことを

記載 
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２ 本プランの位置づけ  このプランは、障害者基本法第１１条第３項に定める「市
町村障害者計画」と、障害者総合支援法第８８条に定める「市

町村障害福祉計画」であり、国の指針、鳥取県の考え方を踏

まえて策定します。 

のある方を取り巻く社会環境もめまぐるしく変化していま

す。 
平成２８年４月に「障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律（障害者差別解消法）」、同年８月に「発達障害者

支援法の一部を改正する法律」、平成２９年９月には「鳥取県

民みんなで進める障がい者が暮らしやすい社会づくり条例

（あいサポート条例）」が施行されています。また、計画期間

が平成３０年４月から平成３５年３月までの「障害者基本計

画（第４次）」が障害者の権利に関する条約の締結後に初めて

策定されています。 
プランにおいては「境港市障害福祉計画」が第５期計画を

策定する時期を迎え、また平成３０年４月からの児童福祉法

の改正により新たに「境港市障害児福祉計画」を策定するこ

とにより、このたびプランを、「境港市障害者計画」「境港市

第５期障害福祉計画・境港市第１期障害児福祉計画」で構成

される「境港市障がい児者プラン」に改定し、障がいのある

方が安心して地域で暮らせる共生社会の実現を目指す取り組

みを更に進めていきます。   
２ プランの位置づけ 
このプランは、障害者基本法第１１条第３項に定める「市

町村障害者計画」と、障害者総合支援法第８８条に定める「市

町村障害福祉計画」および児童福祉法第３３条の２０に定め

る「市町村障害児福祉計画」であり、国の「障害者基本計画」

 

 

プラン策定後に施行された法

律や計画等について記載 

 

 

 

 

 

 

第５期障害福祉計画と第１期

障害児福祉計画の策定につい

て記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害児福祉計画の根拠法を記
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３本プランの期間 

このプランの期間は、平成２７年度から平成３５年度まで

の９年間とします。プランの中で、障害福祉計画に該当する

部分については、３年に１度見直すことになります。 

また、毎年度、プランを分析・評価し、必要に応じて見直

しを行います。 

 

 

４本プランの策定体制  このプランの策定にあたっては、障がい者福祉団体の役員、
障害福祉サービス事業者、学識経験者、公募によって選ばれ

た市民で構成される「境港市障害者計画等策定委員会」によ

り、関係者や市民からの意見の総意を反映して策定します。 

 

 

第２章 障がいのある方の現状 

１人口の推移 

２身体障がい 

３知的障がい 

４精神障がい 

「基本指針」および鳥取県の考え方を踏まえて改定します。  また、本市における上位計画にあたる「境港市まちづくり 
総合プラン」や「境港市地域福祉計画」との整合性を図りま 
す。 
 

３ プランの計画期間 

このプランの計画期間は、平成２７年度から平成３５年度

までの９年間です。プランの中で、障害福祉計画及び障害児

福祉計画に該当する部分については、３年に１度見直すこと

になります。 

また、毎年度、プランを分析・評価し、必要に応じて見直

しを行います。 

 

４ プランの策定（改定）体制  このプランの策定（改定）にあたっては、障がい者福祉団
体の役員、障害福祉サービス事業者、学識経験者、公募によ

って選ばれた市民で構成される委員会を設置し、関係者や市

民からの意見の総意を反映して策定（改定）します。 

 

 

第２章 障がいのある方の現状 

１市の人口の推移 

２身体障がい 

３知的障がい 

４精神障がい 

 

上位計画について記載 

 

 

 

 

 

障害児福祉計画を追記 

 

 

 

 

 

改定を併記 

 

 

 

 

 

 

データを更新（別紙） 
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５難病 

６障害支援区分 

 

第３章 境港市の課題 

１本プランの基本理念 

 

「 安心して地域で暮らせる共生社会の実現 」   

このプランの根拠法である障害者基本法では、第１条に「全

ての国民が障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享

有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの

理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔

てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共

生する社会を実現するため、障害者の自立及び社会参加の支

援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的

とする。」と規定されています。 

本プランにおいても、この法の目的に沿って、障がい者施策

の基本的な方向を定めます。境港市地域福祉計画でも定めて

あるように、障がいのある方の自立と社会参加を促進し、す

べての市民が「障がい」を正しく理解し、障がいの有無に関

わらず境港市で共に安心して暮らせる、あたたかい共生社会

を目指します。 

 

 

 

５難病 

６障害支援区分 

 

第３章 境港市の基本的な考え方と施策の基本的方向 

１ プランの基本理念 

 

「 安心して地域で暮らせる共生社会の実現 」   

このプランの根拠法である障害者基本法では、第１条に「全

ての国民が障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享

有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの

理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔

てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共

生する社会を実現するため、障害者の自立及び社会参加の支

援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的

とする。」と規定されています。 

プランにおいても、この法の目的に沿って、障がい者施策

の基本的な方向を定めます。境港市地域福祉計画でも定めて

いるように、障がいのある方の自立と社会参加を促進し、「命

の重さは障がいの有無によって少しも変わることはない」と

いう当たり前の価値観を共有し、障がいの有無に関わらず境

港市で共に安心して暮らせる、あたたかい共生社会を目指し

ます。 

 

 

 

 

 

内容に応じたタイトルに変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者基本計画（第４次）の

「重点的に理解促進を図る事

項」を記載 
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２本プランの基本目標 

「安心して地域で暮らせる共生社会の実現」に向けて、プラ

ンの基本目標を定めます。 

 

■境港市で安心して暮らす 

（１）障害福祉サービスや相談支援体制を整え、質の向上を

目指します。 

（２）居住サービスや、成年後見制度を充実させ、親亡き後

を考えます。 

（３）防災対策、防犯対策を推進していきます。 

（４）保健や医療の体制を充実させます。 

■境港市で学び、働き、社会参加を促進する 

（１）福祉的就労収入の底上げを支援し、工賃アップを目指

します。 

（２）一般就労可能な障がいのある人の移行を進めます。 

（３）障がいのある人が教育を受けたり、芸術・文化・スポ

ーツ活動を楽しめるよう、環境を整備し、参加の機会をつく

ります。 

■境港市で共に暮らす  

（１）行政が率先してあいサポート運動を更に広げ、すべて

の市民が正しく障がいを理解するよう普及啓発を進めます。 

（２）障がいを理由とする差別解消、虐待防止、権利擁護を

充実させます。 

（３）行政主導による社会的障壁の軽減に努めます。 

（４）コミュ二ケーション支援の充実に努めます。 

２ プランの基本目標 

「安心して地域で暮らせる共生社会の実現」に向けて、プラ

ンの基本目標を定めます。 

 

■境港市で安心して暮らす 

（１）障害福祉サービスや相談支援体制を整え、質の向上を

目指します。 

（２）居住サービスや、成年後見制度を充実させ、親亡き後

を考えます。 

（３）防災対策、防犯対策を推進します。 

（４）保健や医療の体制の充実を図ります。 

■境港市で学び、働き、社会参加を促進する 

（１）福祉的就労収入の底上げを支援し、工賃アップを目指

します。 

（２）一般就労可能な障がいのある方の移行を進めます。 

（３）障がいのある方が教育を受けたり、芸術・文化・スポ

ーツ活動を楽しめるよう、環境を整備し、社会参加の機会を

増やします。 

■境港市で共に暮らす  

（１）行政が率先してあいサポート運動を更に広げ、すべて

の市民が正しく障がいを理解するよう普及啓発を進めます。 

（２）障がいを理由とする差別の解消と合理的配慮の提供、

虐待の防止、権利擁護の取り組みを推進します。 

（３）行政主導による社会的障壁の軽減に努めます。 

（４）コミュニケーション支援の充実に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「障害者差別解消法」の内容

を追加 
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３分野別施策の基本的方向 

（１）生活支援 

障がいのある方が境港市で安心して暮らすために、市内で

相談できる環境をより充実させていくことが必要です。 

また、平成２４年４月から計画相談支援がスタートして、

平成２７年４月からは、障害福祉サービスを利用するすべて

の対象者にサービス等利用計画の提出が求められることとな

りました。このため、サービス等利用計画を作成する指定特

定相談支援事業所を市内に増やすことが必要です。 

また、施設入所者や精神科病院に長期入院している方等の

地域移行や親亡き後も安心して暮らせることを考え、住環境

整備や訪問型在宅サービス等を充実させていくことが必要で

す。 

■相談体制の充実 

○ 障がいのある方やその家族等が身近な場所で相談出来る
環境を整えるため、市内の相談支援センターと行政、施設、

障害福祉サービス事業所の連携を密にし、｢境港市障がい福祉

サービス事業所連絡会｣等、協議の場を充実させます。 

 

 

 

 

○ 障がいのある方が障害福祉サービス利用時に必要な、サ
ービス等利用計画の作成が円滑になり、スピーディにサービ

ス利用が出来るような体制をつくるため、指定特定相談支援

３分野別施策の基本的方向 

（１）生活支援 

障がいのある方が境港市で安心して暮らすために、市内で

相談できる環境をより充実させていくことが必要です。 

また、平成２４年４月から計画相談支援がスタートして、

平成２７年４月からは、障害福祉サービスを利用するすべて

の対象者にサービス等利用計画の提出が求められることとな

りました。このため、サービス等利用計画を作成する指定特

定相談支援事業所を市内に増やすことが必要です。 

また、施設入所者や精神科病院の長期入院者等の地域移行

や親亡き後も安心して暮らせるよう、住環境整備や訪問型在

宅サービス等を充実させていくことが必要です。 

 

■相談支援体制の充実 

○ 市内の相談支援センターと行政、施設、障害福祉サービ
ス事業所の連携を密にし、｢境港市障がい福祉サービス事業所

連絡会｣等、協議の場の充実を図ります。 

 

○ 障がいのある方やその家族等からの相談に応じ、情報提
供や障害福祉サービスの利用支援、権利擁護のために必要な

援助等を行う「一般相談」については、身近な場所で相談で

きるよう体制を整え、利用の周知促進を図ります。 

○ 障がいのある方が障害福祉サービス利用時に必要となる
サービス等利用計画の作成の円滑化、スピーディーにサービ

ス利用が可能となる体制を整えるため、指定特定相談支援事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文(Ｐ４０)①相談支援事業

について記載 
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事業所が増えるように働きかけます。 

また、困難ケースの対応等、指定特定相談支援事業所が市

内の支援センターや西部圏域内の他の事業所等と協議しやす

い体制にするため、鳥取県西部障害者自立支援協議会等の関

係機関との連携を充実させます。 

○ 判断能力が十分でない障がいのある方が、自立した生活
を送ることができるようにするため、西部圏域内の成年後見

支援センターとの連携を図り、成年後見制度の活用を進めま

す。  また、市内で、成年後見制度に関わる法人の立ち上げが進
むよう支援します。 

○ 相談支援専門員の確保や資質向上を図る研修会等の充実
を図ります。 

 

■在宅サービス等の充実 

○ 障がいのある方や御家族のニーズや実態に応じて、居宅
介護や行動援護等の在宅サービスの円滑な利用が可能になる

よう努めます。 

また、市の課題でもある日中活動の場の確保に努めます。 

○ 常時介護が必要な重度な障がいのある方が在宅で安心し
て生活できるように、日中、夜間の支援について、医療型、

福祉型の短期入所やグループホーム等の居住整備など、西部

圏域内で関係機関との連携を強化し、在宅サービスの充実を

図ります。 

○ 障がいのある方が自立した生活を送ることが出来るよ
業所の設置を図ります。 

また、困難ケースの対応等、指定特定相談支援事業所が市

内の支援センターや西部圏域内の他の事業所等と協議しやす

い体制にするため、鳥取県西部障害者自立支援協議会等の関

係機関との連携を充実させます。 

○ 判断能力が十分でない障がいのある方が、自立した生活
を送ることができるよう、西部圏域内の成年後見支援センタ

ーとの連携を図り、成年後見制度の活用を推進します。  また、成年後見制度に関わる法人の活動強化や新たな法人
の設立を支援します。 

 

○ 相談支援専門員の確保や資質向上を図る研修会等の充実
を図ります。 

 

■在宅サービス等の充実 

○ 障がいのある方や家族のニーズや実態に応じて、居宅介
護や行動援護等の在宅サービスの円滑な利用が可能になるよ

う、また、日中活動の場の確保に努めます。 

 

○ 常時介護が必要な重度の障がいのある方が在宅で安心し
て生活できるように、日中や夜間の支援について、医療型、

福祉型の短期入所やグループホーム等の居住整備など、西部

圏域内で関係機関との連携を強化し、在宅サービスの充実を

図ります。 

○ 障がいのある方が自立した生活を送ることができるよ
 

 

 

 

 

 

 

 

当事者団体等の意見を反映 
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う、身体機能、生活能力の向上のために必要な訓練を充実さ

せます。 

■障がい児支援の充実  ○ 市内で児童発達支援や放課後等デイサービスの実施が
可能になるよう児童の預かりの場の確保に努めます。 

○ 障がいのある児童の成長に応じた切れ目のない支援、ま
た、医療、福祉、保育、教育、就労等の関係機関との連携を

充実させ、地域支援体制づくりを進めます。 

 

○ 乳幼児期、学齢期、卒業後のライフステージにあった支
援を行い、専門的な支援へのつなぎや教育委員会、特別支援

学校、就労移行支援事業所等と連携を深めます。 

 

■サービスの質の向上等 

○ 障害福祉サービス等の質の向上を図るため、苦情解決の
推進に努めます。 

○ 障害福祉サービスの提供にあたり、近隣市町村とのサー
ビス格差の解消を図ります。 

○ 障害福祉サービスとその関係者間の連携を深め、県とと
もにネットワーク構築を強化します。 

 

■福祉用具の普及 

○ 補装具等の給付にあたり、近隣市町村と支給基準の均衡
を図ります。 

 

う、身体機能、生活能力の向上のために必要な訓練を充実さ

せます。 

■障がいのある児童への支援の充実 

○ 市内で児童発達支援や放課後等デイサービス等の提供
や、児童の預かりの場の確保に努めます。 

○ 障がいのある児童の成長に応じた切れ目のない支援、ま
た、医療、福祉、保育、教育、就労等の関係機関との連携を

充実させ、医療的ケア児や重症心身障がい児も含めた障がい

のある児童への地域支援体制づくりを進めます。 

○ 乳幼児期、学齢期、卒業後のライフステージにあった支
援を行い、専門的な支援へのつなぎや教育委員会、特別支援

学校、就労移行支援事業所等と連携を深めます。 

 

■サービスの質の向上等 

○ 障害福祉サービス等の質の向上を図るため、苦情解決の
推進に努めます。 

○ 障害福祉サービスの提供にあたり、近隣市町村とのサー
ビス格差の解消を図ります。 

○ 障害福祉サービスとその関係者間の連携を深め、県とと
もにネットワーク構築を強化します。 

 

■福祉用具の普及 

○ 日常生活用具等の給付にあたり、近隣市町村と支給基準
の均衡を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療的ケア児や重症心身障が

い児の支援について記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更 
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（２）保健・医療 

障がいのある方が身近な地域で予防検診及び保健や医療サ

ービスを受けることができるよう、体制を充実させることが

必要です。 

精神障がいのある方の早期退院や地域移行を推進していく

ためには、市内で暮らせる環境整備を進めなくてはなりませ

ん。精神科病院、相談支援事業所、また、障害福祉サービス

事業所、行政が連携を深めて、安心した暮らしを提供してい

くことが必要です。 

また、難病の方の相談支援及び障害福祉サービスの更なる

充実が必要です。 

 

■保健・医療の充実 

○ 障がいのある方の予防検診を充実させるよう取り組みま
す。 

○ 在宅生活を送る障がいのある方が安心して暮らせるため
に、病院や相談支援事業所等の障害福祉サービス事業所と情

報交換を深めます。 

○ 重度障がいのある方の在宅生活を支援するため、重度障
がいのある方を受け入れる障害福祉サービス事業所への支援

を県とともに行います。 

■精神保健・医療の充実 

○ 精神疾患・精神障がいの正しい知識の普及を図り、精神
疾患の早期発見、早期治療の促進、また、偏見・差別や過剰

な不安の除去に努めます。 

（２）保健・医療 

障がいのある方が身近な地域で予防検診及び保健や医療サ

ービスを受けることができるよう、体制を充実させることが

必要です。 

精神障がいのある方の早期退院や地域移行を推進していく

ためには、市内で暮らせる環境整備を進めなくてはなりませ

ん。精神科病院、相談支援事業所、また、障害福祉サービス

事業所、行政が連携を深めて、安心した暮らしを提供してい

くことが必要です。 

また、難病の方の相談支援及び障害福祉サービスの更なる

充実が必要です。 

 

■保健・医療の充実 

○ 障がいのある方の予防検診の充実を図ります。 

○ 在宅生活を送る障がいのある方が安心して暮らせるため
に、病院や相談支援事業所等の障害福祉サービス事業所と情

報交換を深めます。 

○ 重度障がいのある方の在宅生活を支援するため、重度障
がいのある方を受け入れる障害福祉サービス事業所への支援

を県とともに行います。 

 

■精神保健・医療の充実 

○ 精神疾患・精神障がいの正しい知識の普及を図り、精神
疾患の発症予防、早期発見、早期治療の促進、また、偏見・

差別や過剰な不安の払拭に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予防について記載 
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○ 精神障がいのある方の早期退院や地域移行が進むよう、
地域移行対象者の現状把握に努め、相談支援事業所や市内事

業者等との連携を密にします。 

 

 

■難病に関する施策の推進 

○ 障害者総合支援法の施行に伴い、難病の方も障害福祉サ
ービスが利用出来るようになったことについての周知や広報

を充実させ、本来障害福祉サービス等の利用が必要な方が利

用できていない事のないように努めます。 

 

 

（３）教育、文化・芸術活動、スポーツ等 

障がいのある方の教育環境を整え、身近な場所で文化・芸

術活動やスポーツ参加を可能にするため、活動する場所の確

保や指導者の確保に努めることが必要です。  また、障がいのある方もない方も共に楽しみ、障がいのあ
る方の個々の能力を発揮でき、社会参加の促進に繋げること

が必要です。 

 

 

■教育 

○ 特別支援学校、特別支援学級、また、通常の学級に通学
する児童や生徒が、必要に応じて障害福祉サービス等の支援

を受けながら、個々の能力や可能性を伸ばせる環境づくりの

○ 精神障がいのある方の早期退院や地域移行が進むよう、
地域移行対象者の現状把握に努めるとともに、保健、医療、

福祉関係者による協議の場等を通じて、関係機関との連携を

図ります。 

 

■難病に関する施策の推進 

○ 障害者総合支援法の施行に伴い、難病の方も障害福祉サ
ービスが利用できるようになったことについての周知や広報

を充実させ、鳥取県難病相談・支援センター等と連携を図り、

本来障害福祉サービス等の利用が必要な方が利用できていな

いことのないように努めます。 

 

（３）教育、文化・芸術活動、スポーツ等 

障がいのある方の教育環境を整え、身近な場所で文化・芸

術活動やスポーツ参加を可能にするため、活動する場所の確

保や指導者の確保に努めることが必要です。  また、障がいのある方もない方も共に楽しみ、障がいのあ
る方の個々の能力を発揮でき、社会参加の促進に繋げること

が必要です。 

 

 

■教育 

○ 特別支援学校、特別支援学級、また、通常の学級に通学
する児童や生徒が、必要に応じて障害福祉サービス等の支援

を受けながら、個々の能力や可能性を伸ばせる環境づくりの

 

「精神障害にも対応した地域

包括ケアシステム」について

記載 

 

 

 

 

関係機関との連携を追記 
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ため、教育委員会等や相談支援事業所等、関係機関と連携を

深めます。 

■文化・芸術活動の推進 

○ 障がいのある方の芸術・文化作品展示のイベントを開催
し、障がいのある方の文化・芸術活動への意欲向上と、発表

の場を創る等、障がいのある方の社会参加が進むよう努めま

す。 

また、文化・芸術活動を通して、すべての市民が共に楽し

める環境づくりを進めます。 

○ 障がいのある方が文化・芸術活動に自ら取り組む環境づ
くりのため、ワークショップ等の機会を創り、支援します。 

 

■スポーツ等の推進 

○ 県との連携を強化し、各種スポーツ大会等の情報提供や、
市内の障がいのある方の各種スポーツ大会への参加促進を進

めていきます。  また、すべての市民が一緒に楽しめるスポーツ環境づくり
を考えます。 

 

 

（４）雇用・就業、経済的自立の支援 

障がいのある方が、地域で自立した生活を送るために、就

労は重要な課題です。 

障がいのある方の働く意欲向上と、個人の適正能力を十分

に発揮出来るよう支援していくことが必要です。 

ため、教育委員会等や相談支援事業所等、関係機関と連携を

深めます。 

■文化・芸術活動の推進 

○ 障がいのある方の芸術・文化作品展示のイベントを開催
し、障がいのある方の文化・芸術活動への意欲向上と、発表

の場を創る等、障がいのある方の社会参加が進むよう努めま

す。 

また、文化・芸術活動を通して、すべての市民が共に楽し

める環境づくりを進めます。 

○ 障がいのある方が文化・芸術活動に自ら取り組む環境づ
くりのため、ワークショップ等の機会を創り、支援します。 

 

■スポーツ等の推進 

○ 障がい者スポーツ指導員等とともに、障がいのある方の
スポーツ参加のきっかけづくりや、すべての市民が一緒に楽

しめるスポーツ環境づくりを考えます。 

また、県との連携を強化し、各種スポーツ大会等の情報提

供や、市内の障がいのある方の各種スポーツ大会への参加促

進を進めていきます。 

 

（４）雇用・就業、経済的自立の支援 

障がいのある方が、地域で自立した生活を送るために、就

労は重要な課題です。 

障がいのある方の働く意欲向上と、個人の適正能力を十分

に発揮出来るよう支援していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉座談会での意見を反映 
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■総合的な就労支援 

○ 福祉施設から一般就労への移行を促進するため、就労移
行支援サービス、就労継続支援サービスの充実を図ります。 

○ 福祉施設から一般就労へ移行する際には、障がい者就
業・生活支援センター等の関係機関と連携し、職場定着に向

けた支援に努めます。 

 

 

 

■就労の底上げ 

○ 障害者優先調達推進法に基づき、市内の福祉施設から優
先的に物品を調達し、市庁舎内における発注促進への取り組

みを強化します。 

また、就労系事業所の活用事例等の情報提供を行い、庁内

の優先調達の増加に繋げます。 

○ 市内の企業に対して、障害福祉サービス事業所と連携し
て、福祉施設からの物品調達を働きかけます。 

○ 就労系事業所に通所する利用者の工賃向上、また、働く
意欲を高めるため、常設及びイベント等での販売の機会をつ

くります。 

 

■経済的自立の支援 

○ 障がいのある方が自立した生活を営むことができるよ
う、受給資格を有する方が、確実に障害年金や特別障害者手

当等を受け取ることができるよう、制度の周知を強化します。 

■総合的な就労支援 

○ 福祉施設から一般就労への移行を促進するため、就労移
行支援サービス、就労継続支援サービスの充実を図ります。 

○ 福祉施設から一般就労へ移行する際には、障がい者就
業・生活支援センター等の関係機関と連携し、職場定着に向

けた支援に努めます。 

○ 市内の企業に対して、障がい者雇用について理解の促進
を図り、一般就労の受け皿が増えるよう取り組みます。 

 

■就労の底上げ 

○ 障害者優先調達推進法に基づき、市内の福祉施設から優
先的に物品を調達し、市役所内における発注促進への取り組

みを強化します。 

また、就労継続支援事業所の活用事例等の情報提供を行い、

市役所内の優先調達の増加に繋げます。 

○ 市内の企業に対して、障害福祉サービス事業所と連携し
て、福祉施設からの物品調達を働きかけます。 

○ 就労継続支援事業所に通所する利用者の工賃向上、また、
働く意欲を高めるため、常設及びイベント等での販売の機会

をつくります。 

 

■経済的自立の支援 

○ 障がいのある方が自立した生活を営むことができるよ
う、受給資格を有する方が、確実に障害年金や特別障害者手

当等を受け取ることができるよう、制度について周知徹底し

 

 

 

 

 

 

事業所連絡会での意見を反映 

 

 

 

 

市庁舎内⇒市役所内 

 

就労系事業所⇒就労継続支援

事業所 
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○ 障がいのある方が障害年金等の個人財産を適切に管理さ
れるよう、成年後見制度等の利用について周知徹底します。 

 

（５）生活環境   障がいのある方の自立と社会参加を促進するために、障
がいのある方が安心して生活できる住宅の確保や障がいのあ

る方に優しいまちづくりを推進することが必要です。 

 

■住宅の確保 

 

 

 

○ グループホーム等へスムーズに入居出来るよう、西部圏
域内のグループホームや市営住宅等の空室状況を把握し情報

提供に努めるとともに、関係機関と連携を図って支援します。 

 

○ 障がいのある方の日常生活上の便宜を図るため、日常生
活用具の給付や貸与、住宅改修に対する支援を行い、制度の

広報に努めます。 

 

■福祉のまちづくりの推進 

○ 県や、県からの認定を受けた福祉のまちづくり推進サポ
ーターとともに、市内にハートフル駐車場を増やすなど、制

ます。 

 

○ 障がいのある方が障害年金等の個人財産を適切に管理さ
れるよう、成年後見制度等の利用について周知徹底します。 

 

（５）生活環境  障がいのある方の自立と社会参加を促進するために、障が
いのある方が安心して生活できる住宅の確保や障がいのある

方に優しいまちづくりを推進することが必要です。 

 

■住宅の確保 

○ 住まいの場として、市内にグループホームの設置促進を
図るため、「境港市障がい福祉サービス事業所連絡会」におい

て方策を検討し、事業者に情報提供や働きかけを行います。 

○ グループホーム等へスムーズに入居出来るよう、西部圏
域内のグループホームや市営住宅等の空室状況を把握し、情

報提供に努めるとともに、関係機関と連携を図って支援しま

す。 

○ 障がいのある方の日常生活上の便宜を図るため、日常生
活用具の給付や貸与、住宅改修に対する支援を行うとともに、

制度の広報に努めます。 

 

■福祉のまちづくりの推進 

○ 県や、県からの認定を受けた福祉のまちづくり推進サポ
ーターとともに、市内にハートフル駐車場を増やすなど、制

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

策定委員会、事業所連絡会で

の意見を反映 
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度の周知や利用促進に努めます。 

○ 障がいのある方のニーズを聞き取り、市内の必要な箇所
には視覚障がい者誘導用ブロック等の設置や段差解消が可能

になるように働きかけます。 

○ 交通手段がなく必要な外出も限られる障がいのある方に
は、地域生活支援事業の移動支援の利用等により外出を可能

にしたり、市のタクシーチケット事業の広報に努め、必要な

方に行き届かない事のないよう努めます。 

 

 

 

（６）情報アクセシビリティ 

障がいのある方が情報に十分なアクセスができて、地域で

コミュニケーションが十分に取れることが重要となってきま

す。  また、行政や障害福祉サービス事業所等で情報提供に努め
ていきます。 

■情報アクセス、コミュニケーション支援の充実 

○ 市内の視覚障がい、聴覚障がい、音声機能障がいのある
方のニーズを把握し、必要な場合は日常生活用具の給付品目

を追加する等、支援の充実を図ります。 

○ 県が開催する「ＩＣＴ（情報通信技術）活用術」の講習
会等、情報アクセスが困難な方を対象とした研修、講習会の

情報提供に努めます。 

 

度の周知や利用促進に努めます。 

○ 障がいのある方のニーズを聞き取り、市内の必要箇所に
は視覚障がい者誘導用ブロック等の設置や段差解消に努めま

す。 

○ 交通手段がなく必要な外出も限られる障がいのある方に
は、地域生活支援事業の移動支援の利用等により外出を促進

したり、市のタクシーチケット事業が、必要な方に利用され

るよう広報に努めます。 

また、障がいのある方の公共交通機関の利用について利便

性の向上を図ります。 

 

（６）情報アクセシビリティ 

障がいのある方が情報に十分アクセスができて、地域でコ

ミュニケーションが十分に取れることが重要であり、行政や

障害福祉サービス事業所等で十分な情報提供が必要です。   

 

■情報アクセス、コミュニケーション支援の充実 

○ 市内の視覚障がい、聴覚障がい、音声機能障がいのある
方のニーズを把握し、必要な場合は日常生活用具の給付品目

を追加する等、支援の充実を図ります。 

○ 障がいのある方が行政等に関する主要な情報にアクセス
できるよう環境整備に努めるとともに、市役所窓口において

は、障がいのある方の個々の状況に応じた支援を行うよう徹

底します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政における合理的配慮に関

連して記載 
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○ 聴覚等に障がいのある方との意思疎通支援のあり方を具
体的に検討し市内でコミュニケーション支援が充実するよう

努めます。 

（７）安全・安心  障がいのある方が境港市で安全に、安心して生活できるよ
うに、当事者を含めた災害時の避難体制の構築を図る必要が

あります。 

災害発生時に障がいのある方やその家族等に速やかに必要

な情報が伝達されるよう、障がい特性に応じた情報提供に努

めます。  また、消費者トラブルの相談等について、障がいのある方
への周知に努めます。 

 

■防災対策等の推進 

○ 災害発生時や災害が発生するおそれがある場合に、避難
行動要支援者名簿等を活用した、障がいのある方に対する適

切な支援、また、安否確認を行うことができるよう体制を整

えます。 

 

 

○ 原子力災害の発生時に備え、市内の障害福祉サービス事
業所等と連携を図って、避難体制整備や避難時の支援体制整

備を構築します。 

○ 災害発生時において、障がいのある方やその家族に速や
かに必要な情報が伝わるよう、県や市内の障害福祉サービス

○ 障がいの特性に応じた意思疎通支援のあり方を具体的に
検討し、市内でコミュニケーション支援が充実するよう努め

ます。 

（７）安全・安心  障がいのある方が境港市で安全に、安心して生活できるよ
うに、当事者を含めた災害時の避難体制の構築を図る必要が

あります。 

災害発生時に障がいのある方やその家族等に速やかに必要

な情報が伝達されるよう、障がい特性に応じた情報提供が必

要です。  また、消費者トラブルに巻き込まれないよう相談場所等に
ついて、障がいのある方への周知が必要です。 

 

■防災対策等の推進 

○ 災害発生時や災害が発生するおそれがある場合に、地域
や関係機関と連携を図り、避難行動要支援者名簿や「支え愛

マップ」等を活用した、障がいのある方に対する適切な支援

や、安否確認を行うことができる体制を整えます。 

○ 避難行動要支援者については、自力での避難が困難な方
に支援が行き届かないことのないよう把握に努めます。 

○ 原子力災害の発生に備え、市内の障害福祉サービス事業
所等と連携を図って、避難体制整備や避難時の支援体制整備

を構築します。 

○ 災害発生時において、障がいのある方やその家族に速や
かに必要な情報が伝わり、避難所においては安全・安心な生

障がい全般に対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉計画の「地域の共助」

に関連 

 

 

策定委員会、事業所連絡会で

の意見を反映 

 

 

 

 

避難所での生活について追記 
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事業所等と連携を図り、市内の体制づくりを強化します。 

 

■防犯対策、消費者トラブルの防止 

○ 警察と障がい者団体、福祉施設等、行政等との連携に努
め、防犯被害の防止と早期発見できるよう、ネットワークづ

くりを整えるとともに、相談窓口の周知に努めます 

○ 消費者トラブルの未然防止を図るため、消費者トラブル
情報の提供、障がいのある方の消費費生活相談の充実に努め

ます。 

（８）差別解消及び権利擁護の推進  全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられること
なく、相互に人格と個性を尊重しながら共生する社会の実現

に向け、平成２５年に障害者差別解消法が制定されました。  これにより、障がいを理由とする差別の解消の推進に取り
組むこととなります。また、障がい者虐待の防止、障がい者

の権利擁護に対する意識啓発も必要となってきます。 

 

■差別解消の推進 

○ 国の基本方針に基づいて検討される、障がいを理由とす
る差別の解消に向けた県の取り組みに即して、市としての具

体的な取り組みや差別に関する相談等の体制整備を整えま

す。 

 

■権利擁護の推進  ○ 障がいのある方の虐待通報を受けた際、また、虐待の
活が送れるよう、県や市内の障害福祉サービス事業所等と連

携を図り、市内の体制づくりを強化します。 

■防犯対策、消費者トラブルの防止 

○ 警察と障がい者団体、福祉施設、行政等が連携し、防犯
被害の防止と早期発見ができるよう、ネットワークづくりを

整えるとともに、相談窓口の周知に努めます。 

○ 消費者トラブルの未然防止を図るため、消費者トラブル
情報の提供、障がいのある方の消費生活相談の充実に努めま

す。 

（８）差別解消及び権利擁護の推進  全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられること
なく、相互に人格と個性を尊重しながら共生する社会の実現

に向け、障害者差別解消法が制定され、平成２８年４月に施

行されました。  正当な理由なく、障がいを理由とした差別をなくすことが
必要です。また、障がい者虐待の防止、障がい者の権利擁護

に対する意識啓発も必要です。 

■差別解消の推進 

○ 国の基本方針に基づいて検討される、障がいを理由とす
る差別の解消に向けた県の取り組みに即して、市としての関

心や理解を深める啓発や差別に関する相談体制を整備しま

す。 

 

■権利擁護の推進  ○ 障がいのある方の虐待通報を受けた際、また、虐待の
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法律が施行されたことによる

変更 
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疑い事例を発見した際には、障害者虐待防止法に基づき、県

と連携しながら、市のマニュアルに沿って早期解決を図りま

す。 

○ 県の開催する障がい者虐待に関する研修には市として積
極的に参加し虐待防止についての理解を深めます。 

○ 障がいのある方が、成年後見制度を適切に利用出来るよ
うに支援します。 

 

 

（９）行政サービス等における配慮  障がいのある方もない方も共に地域で安心して暮らすため
には、障がいを正しく理解し、お互いに分かりあえる環境づ

くりが必要です。 

■あいサポート運動の推進 

○ 県と連携して、あいサポート運動を市民や企業等に広め、
あいサポーターが増えるよう努めます。 

また、あいサポートバッジを身につけてもらうよう働きか

け、障がいのある方が声をかけやすい環境をつくります。 

○ 小さい頃から障がいを正しく理解するため、市内の小中
学校に対し、あいサポート運動や福祉教育の実践に努めます。 

 

 

 

 

 

疑い事例を発見した際には、障害者虐待防止法に基づき、県

と連携しながら、市のマニュアルに沿って早期解決を図りま

す。 

○ 障がい者虐待に関する研修には、市や障害福祉サービス
事業者は積極的に参加し、虐待防止についての理解を深めま

す。 

○ 障がいのある方が、成年後見制度を適切に利用できるよ
うに支援します。 

 

（９）行政サービス等における配慮  障がいのある方もない方も共に地域で安心して暮らすため
には、障がいを正しく理解し、お互いに分かりあえる環境づ

くりが必要です。 

■あいサポート運動の推進 

○ 県と連携して、あいサポート運動を市民や企業等に広め、
あいサポーターが増えるよう努めます。 

また、あいサポートバッジの着用を促進し、障がいのある

方が声をかけやすい環境をつくります。 

○ 小さい頃から障がいを正しく理解するため、市内の小中
学校で、あいサポート運動や福祉教育の実践に努めます。 

○ 援助や配慮が必要であることを知らせる「ヘルプマーク」
の普及に取り組み、障がいのある方がサポートを受けやすい

環境をつくります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30年 2月から、県内で配

布されるヘルプマークについ

て記載 
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■交流と理解 

○ 市内で行われる福祉イベント等、障がいのある方とない
方がともに交流し、ふれあうなかで、障がいへの理解を深め

る機会を増やします。 

○ 市内の障がい者団体との意見交換を活発に行い、障がい
のある方のニーズ把握に努めます。  また、当事者団体の研修会等を支援します。 

○ 市内の障がいのある方の支援体制が円滑になるよう、日
常的に障がいのある方やその家族との交流を大切にし、個々

のニーズに対応できるよう、相談支援事業所等、障害福祉サ

ービス事業所と連携を図っていきます。 

■交流と理解 

○ 市内で行われる福祉イベント等、障がいのある方とない
方がともに交流し、ふれあうなかで、障がいへの理解を深め

る機会を増やします。 

○ 市内の障がい者団体との意見交換を活発に行い、障がい
のある方のニーズ把握に努めます。  また、当事者団体の研修会等を支援します。 

○ 日常的に障がいのある方やその家族との交流を大切に
し、個々のニーズに対応します。 

○  市民の障がいへの理解が深まるよう､当事者団体の自主

活動等へのボランティア参加を促進し、市民総合ボランティ

アセンターや境港市社会福祉協議会福祉ボランティアセンタ

ーと連携し、障がいのある方と市民の交流の機会の充実を図

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事者団体等の意見を反映 

地域福祉計画の「地域福祉を

つくる人づくり」に関連 

 


